
 

議案第６７号 

 

 

日進市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の全部改正につ

いて 

 

 

 日進市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の全部を次のとおり

改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

の一部改正に伴い、日進市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条

例の全部を改正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

  行政手続のオンライン化等に対応するため、所要の規定の整備を行う。 
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日進市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例 

 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

 

日進市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年日進市

条例第２号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４

年法律第１５１号）第１６条第１項の規定に基づき、情報通信技術を利用する方法

により手続等を行うために必要な事項を定めることにより、情報通信技術を活用し

た行政を推進し、手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び

効率化を図り、もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）条例等 条例、執行機関の規則（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

３８条の４第２項に規定する規程を含む。以下同じ。）及び議会の規程並びに愛

知県事務処理特例条例（平成１１年愛知県条例第５５号）及び愛知県教育委員会

事務処理特例条例（平成１２年愛知県条例第１８号）により市が処理することと

された事務について規定する愛知県の条例及び愛知県の執行機関の規則をいう。 

（２）市の機関等 次に掲げるものをいう。 

ア 市長その他の執行機関その他法律の規定に基づき市に置かれる機関又はこれ

らに置かれる機関 

イ アに掲げる機関の職員であって、法令又は条例等により独立して権限を行使

することを認められたもの 

ウ 市の公の施設を管理する指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規

定する指定管理者をいう。） 

（３）書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。 

（４）署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載す

ることをいう。 

（５）電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。 

（６）申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行われ

る通知をいう。 
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（７）処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）

の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の者に対し

て行うものを除く。）をいう。 

（８）縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録され

ている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

（９）作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、

又は保存することをいう。 

（１０）手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にか

かわらず、規則で定めるところにより、電子情報処理組織（市の機関等の使用に係

る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）

を使用する方法により行うことができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当該

申請等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、

当該条例等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請等

を受ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 

４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定により署名等をすることが規 

定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、 

当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用

した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード

をいう。第８条において同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置

であって規則で定めるものをもって代えることができる。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料、使用料その

他の収入金（以下「手数料等」という。）の納付の方法が規定されているものを第

１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該手数料等の納付

については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信技術を利用する方法であって規則で定めるものをもって行うことが

できる。 

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等

に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該

申請等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又

は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で
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定めるところにより、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定

を適用する。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「行わ

れた申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項か

ら第５項までにおいて同じ。）」と読み替えるものとする。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面等

により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の

規定にかかわらず、規則で定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法

により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理

組織を使用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場合に限

る。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、

当該処分通知等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみ

なして、当該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処

分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等をす

ることが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行

う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名

称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもって代えることができる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、

処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合そ

の他の当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行

うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場

合には、規則で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分に

つき、前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた処分通知

等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前項の規定を適用す

る部分に限る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）」と読み替えるものと

する。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）については、当該条

例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記

録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類により行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等について

は、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたものとみな

して、当該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。 
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（電磁的記録による作成等） 

第６条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で

定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の条

例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該

作成等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが

規定されているものを第１項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等につい

ては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって

規則で定めるものをもって代えることができる。 

（適用除外） 

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。 

（１）手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する

必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける

必要があることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないものとして

規則で定めるもの 

（２）手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定され

ているもの（第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項又は前条第１項の規定

に基づき行うことが規定されているものを除く。） 

（添付書面等の省略） 

第８条 申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その他の規則で定める

書面等であって当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添

付することが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、市

の機関等が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カー

ドの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、

直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係

る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを要しない。 

（手続等に係る情報システムの整備等） 

第９条 市は、市の機関等に係る手続等における情報通信技術を活用した行政の推進

を図るため、情報システムの整備その他必要な措置を講じるよう努めなければなら

ない。 

２ 市は、前項の措置を講じるに当たっては、安全性及び信頼性を確保するよう努め

なければならない。 

３ 市は、市の機関等に係る手続等における情報通信技術を活用した行政の推進に当

たっては、当該手続等の簡素化又は合理化その他の見直しを図るよう努めなければ
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ならない。 

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表） 

第１０条 市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機

関等に係る申請等及び処分通知等その他この条例の規定による情報通信技術を活用

した行政の推進に関する状況について、インターネットの利用その他の方法により

公表するものとする。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（日進市印鑑条例の一部改正） 

２ 日進市印鑑条例（昭和６２年日進町条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(印鑑登録証明書の交付) (印鑑登録証明書の交付) 

第10条 略 第10条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 第1項の規定にかかわらず、日進市情

報通信技術を活用した行政の推進に関

する条例(令和 年日進市条例第 

号。以下「情報通信技術推進条例」と

いう。)第3条の規定に基づき電子情報

処理組織を使用して申請する場合は、

印鑑登録手帳の提示を要しない。 

4 第1項の規定にかかわらず、日進市行

政手続等における情報通信の技術の利

用に関する条例(平成18年日進市条例

第2号。以下「情報通信技術利用条

例」という。)第3条の規定に基づき電

子情報処理組織を使用して申請する場

合は、印鑑登録手帳の提示を要しな

い。 

 (印鑑登録の廃止)  (印鑑登録の廃止) 

第12条 略 第12条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 第1項及び第2項の規定にかかわら

ず、情報通信技術推進条例第3条の規

定に基づき電子情報処理組織を使用し

て申請する場合は、印鑑登録手帳の添

付を要しない。ただし、当該申請を行

4 第1項及び第2項の規定にかかわら

ず、情報通信技術利用条例第3条の規

定に基づき電子情報処理組織を使用し

て申請する場合は、印鑑登録手帳の添

付を要しない。ただし、当該申請を行
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った者は、事後に印鑑登録手帳を返納

するものとする。 

った者は、事後に印鑑登録手帳を返納

するものとする。 
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議案第６８号 

 

 

   日進市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正

について 

 

 

 日進市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部を次のと

おり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、児童福祉法等の一部を改正する法律の施行等に伴い、日

進市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部を改正する

必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

（１）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準について、本市の独自基準を除

き、厚生労働省令を引用する規定に改める。 

（２）その他所要の規定の整理を行う。 
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日進市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

 

日進市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年日

進市条例第１６号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。） 

第３４条の１６第１項の規定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する 

基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）児童 法第４条第１項に規定する児童をいう。 

（２）乳児 法第４条第１項第１号に規定する乳児をいう。 

（３）幼児 法第４条第１項第２号に規定する幼児のうち、満３歳に満たない者（法

第６条の３第９項第２号、同条第１０項第２号、同条第１１項第２号又は同条第 

１２項第２号の規定に基づき保育が必要と認められる児童であって満３歳以上の 

ものについて保育を行う場合にあっては、満３歳に満たない者及び当該満３歳以 

上の児童）をいう。 

（４）小規模保育事業 法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 

（５）事業所内保育事業 法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。 

 （小規模保育事業Ａ型の職員の基準） 

第３条 小規模保育事業Ａ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型」という。） 

には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全

部を委託する小規模保育事業所Ａ型又は家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「省令」という。）第１６条第１項

の規定により搬入施設から食事を搬入する小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理

員を置かないことができる。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１

を加えた数以上とする。 

（１）乳児 おおむね３人につき１人 

（２）満１歳以上満２歳に満たない幼児 おおむね４人につき１人 

（３）満２歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

（４）満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号又は第３号の

規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） おおむね１５人に 

つき１人 
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（５）満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤 

務する保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に

勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学院にお

いて、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業し

た者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能

力を有すると認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有

する者であって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有する 

もののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「 

特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。た

だし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ 

型の保育士（省令附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。 

次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければなら

ない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合

には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士

（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること

ができる体制を確保しなければならない。 

 （小規模保育事業Ｂ型の職員の基準） 

第４条 小規模保育事業Ｂ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｂ型」という。） 

には、保育士その他保育に従事する職員として市長が行う研修（市長が指定する都 

道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（以下「保育従事者」

という。）、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部

を委託する小規模保育事業所Ｂ型又は省令第１６条第１項の規定により搬入施設か

ら食事を搬入する小規模保育事業所Ｂ型にあっては、調理員を置かないことができ

る。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

（１）乳児 おおむね３人につき１人 

（２）満１歳以上満２歳に満たない幼児 おおむね４人につき１人 

（３）満２歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

（４）満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同じ。） おおむね１５人につき１人 

（５）満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤 
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務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に 

勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、 

当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保

育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合

には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士

（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること

ができる体制を確保しなければならない。 

 （保育所型事業所内保育事業所の設備の基準） 

第５条 事業所内保育事業（利用定員が２０人以上のものに限る。）を行う事業所（ 

以下「保育所型事業所内保育事業所」という。）の設備の基準は、次のとおりとす 

る。 

（１）乳児又は満２歳に満たない幼児を入所させる保育所型事業所内保育事業所には、 

乳児室又はほふく室、医務室、調理室（当該保育所型事業所内保育事業所を設置 

し、及び管理する事業主が事業場に附属して設置する炊事場を含む。第４号にお 

いて同じ。）及び便所を設けること。 

（２）乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき３．３平方メー

トル以上であること。 

（３）乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 

（４）満２歳以上の幼児を入所させる保育所型事業所内保育事業所には、保育室又は

遊戯室、屋外遊戯場（保育所型事業所内保育事業所の付近にある屋外遊戯場に代 

わるべき場所を含む。次号において同じ。）、調理室及び便所を設けること。 

（５）保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき１．９８平方メートル以上、 

屋外遊戯場の面積は、前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

（６）保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

（７）乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を２階に

設ける建物は、次のア、イ及びカに掲げる要件に、保育室等を３階以上に設ける

建物は、次のアからクまでに掲げる要件に該当するものであること。 

ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐火 

建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であること。 

イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲 

げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が一以上設けられ

ていること。 

 

階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 
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 避難用 １ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２３条 

  第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外傾

斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

３階 常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号

に規定する構造の屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号

に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路又

はこれに準ずる設備 

３ 屋外階段 

４階 以

上の階 

常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号

に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋

外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号

に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合におい

ては、当該階段の構造は、建築物の１階から保育室等が設けら

れている階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー

又は付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する

場合を除き、同号に規定する構造を有するものに限る。）を通

じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４号及び

第１０号を満たすものとする。） 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路 

３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋

外階段 

ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の 

各部分からその一に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設けられて

いること。 

エ 保育所型事業所内保育事業所の調理室（次に掲げる要件のいずれかに該当す 

るものを除く。以下このエにおいて同じ。）以外の部分と保育所型事業所内保

育事業所の調理室の部分が建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の床若

しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定する特定防火設備で区

画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、

当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダン

パーが設けられていること。 
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（ア）スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられて 

いること。 

（イ）調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調 

理室の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。 

オ 保育所型事業所内保育事業所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不 

燃材料でしていること。 

カ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を 

防止する設備が設けられていること。 

キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関に火災を通報する設備が設けら 

れていること。 

ク 保育所型事業所内保育事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものにつ 

いて防炎処理が施されていること。 

 （保育所型事業所内保育事業所の職員の基準） 

第６条 保育所型事業所内保育事業所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなけれ 

ばならない。ただし、調理業務の全部を委託する保育所型事業所内保育事業所又は 

省令第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する保育所型事業所内保 

育事業所にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数以上 

とする。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下回ることはできな 

い。 

（１）乳児 おおむね３人につき１人 

（２）満１歳以上満２歳に満たない幼児 おおむね４人につき１人 

（３）満２歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

（４）満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同じ。） おおむね１５人につき１人 

（５）満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業 

所に勤務する看護師等を１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事

業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。

ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内

保育事業所の保育士（省令附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる

者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しな

ければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合

には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の

保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 
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 （小規模型事業所内保育事業所の職員の基準） 

第７条 事業所内保育事業（利用定員が１９人以下のものに限る。）を行う事業所（ 

以下「小規模型事業所内保育事業所」という。）には、保育従事者、嘱託医及び調

理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模型事業所

内保育事業所又は省令第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する小

規模型事業所内保育事業所にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数

に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

（１）乳児 おおむね３人につき１人 

（２）満１歳以上満２歳に満たない幼児 おおむね４人につき１人 

（３）満２歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

（４）満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同じ。） おおむね１５人につき１人 

（５）満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業 

所に勤務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事

業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。

ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内

保育事業所の保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合

には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育事業所の

保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

 （その他の基準） 

第８条 前５条に定めるもののほか、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

は、省令に定めるとおりとする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（日進市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

２ 日進市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年

日進市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 
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改正後 改正前 

(余裕活用型乳児等通園支援事業所の

設備及び職員の基準) 

(余裕活用型乳児等通園支援事業所の

設備及び職員の基準) 

第4条 余裕活用型乳児等通園支援事業

所の設備及び職員の基準は、次の各号

に掲げる施設又は事業所の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

第4条 余裕活用型乳児等通園支援事業

所の設備及び職員の基準は、次の各号

に掲げる施設又は事業所の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

(4) 家庭的保育事業等を行う事業所

 日進市家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準を定める条例

(令和 年日進市条例第 号)(居宅

訪問型保育事業に係るものを除

く。) 

 (4) 家庭的保育事業等を行う事業所

 日進市家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準を定める条例

(平成26年日進市条例第16号)(居宅

訪問型保育事業に係るものを除

く。) 
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議案第６９号 

 

 

   日進市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の全部改正について 

 

 

 日進市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条 

例の全部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、児童福祉法等の一部を改正する法律の施行等に伴い、日

進市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

の全部を改正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

（１）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準について、内

閣府令を引用する規定に改める。 

（２）その他所要の規定の整理を行う。 
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日進市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例 

 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

 

日進市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年日進市条例第１７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３４条第

２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定めるものとする。 

（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準） 

第２条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準は、特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）に定めるとおりとする。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（日進市立保育園条例の一部改正） 

２ 日進市立保育園条例（昭和５０年日進町条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

改正後 改正前 

(保育料の徴収) (保育料の徴収) 

第8条 市長は、市立保育園を利用する

満3歳未満保育認定子ども(子ども・子

育て支援法施行令(平成26年政令第213

号)第4条第2項に規定する満3歳未満保

育認定子どもをいう。)に係る教育・

保育給付認定保護者(子ども・子育て

支援法(平成24年法律第65号。以下

「法」という。)第20条第4項に規定す

第8条 市長は、市立保育園を利用する

満3歳未満保育認定子ども(子ども・子

育て支援法施行令(平成26年政令第213

号)第4条第2項に規定する満3歳未満保

育認定子どもをいう。)に係る教育・

保育給付認定保護者(子ども・子育て

支援法(平成24年法律第65号。以下

「法」という。)第20条第4項に規定す
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る教育・保育給付認定保護者をい

う。)又は扶養義務者(以下「教育・保

育給付認定保護者等」という。)か

ら、保育料(日進市特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例(令和 年日進

市条例第 号)第2条において引用する

特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準(平成26年

内閣府令第39号)第13条第1項に規定す

る利用者負担額をいう。以下同じ。)

を徴収する。 

る教育・保育給付認定保護者をい

う。)又は扶養義務者(以下「教育・保

育給付認定保護者等」という。)か

ら、保育料(日進市特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例(平成26年日進

市条例第17号)第13条第1項に規定する

利用者負担額をいう。以下同じ。)を

徴収する。 

2 略 2 略 
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議案第７０号 

 

 

   日進市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 

 日進市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、国の一般職の職員の給与に関する法律に基づく人事院規

則の改正に準ずるため、日進市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する

必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

災害応急作業等手当の上限額を改める。 
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   日進市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

                               令和  年  月  日  

                               条 例 第     号  

 日進市職員の特殊勤務手当に関する条例(昭和39年日進町条例第8号)の一部を次のように改正

する。 

 

改正後 改正前 

(災害応急作業等手当) (災害応急作業等手当) 

第5条 略 第5条 略 

2 前項に規定する手当の額は、従事した日1

日につき1,440円を超えない範囲内で市長が

規則で定める。 

2 前項に規定する手当の額は、従事した日1

日につき1,080円を超えない範囲内で市長が

規則で定める。 

3 略 3 略 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の日進市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、

令和8年4月1日から適用する。 
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議案第７１号 

 

 

日進市税条例の一部改正について 

 

 

 日進市税条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正等に伴い、日進市税条例の一部を

改正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

（１）市民税に係る申告制度について、公的年金等受給者に係る申告手続及び各種税

額控除の適用期限を改める。 

（２）固定資産税の免税点（課税基準）を改める。 

（３）寄附金税額控除に係る規定及び優良住宅地の譲渡に係る課税の特例に係る規定

を改める。 
（４）特定暗号資産取引に係る課税の特例を新設する。 

（５）個人の市民税の普通徴収、固定資産税及び軽自動車税に係る納期について、所

要の改正を行う。 
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日進市税条例の一部を改正する条例 

                               令和  年  月  日  

                               条 例 第     号  

日進市税条例(昭和29年日進町条例第5号)の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第33条の7 略 第33条の7 略 

2 前項の特例控除額は、法第314条の7第11項

(法附則第5条の6第3項又は第4項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。)に定

めるところにより計算した金額とする。 

2 前項の特例控除額は、法第314条の7第11項

(法附則第5条の6第2項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。)に定めるとこ

ろにより計算した金額とする。 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者は、

3月15日までに、市長の定める様式による申

告書を市長に提出しなければならない。た

だし、法第317条の6第1項又は第4項の規定

により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から1月1日

現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で、前年中において給与所得

以外の所得又は公的年金等に係る所得以外

の所得を有しなかったもの(公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかった者で社会

保険料控除額(令第48条の9の7に規定するも

のを除く。)、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所

得割の納税義務者(前年の合計所得金額が90

0万円以下であるものに限る。)の法第314条

の2第1項第10号の2に規定する自己と生計を

一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万

円以下であるものに限る。)で控除対象配偶

者に該当しないものに係るものを除く。)、

法第314条の2第4項に規定する扶養控除額若

しくは特定親族特別控除額(特定親族(同条

第1項第12号に規定する特定親族をいう。第

35条の3の2第1項第3号並びに第35条の3の3

第1項及び第2項第4号において同じ。)(前年

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者は、

3月15日までに、市長の定める様式による申

告書を市長に提出しなければならない。た

だし、法第317条の6第1項又は第4項の規定

により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から1月1日

現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で、前年中において給与所得

以外の所得又は公的年金等に係る所得以外

の所得を有しなかったもの(公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかった者で社会

保険料控除額(令第48条の9の7に規定するも

のを除く。)、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所

得割の納税義務者(前年の合計所得金額が90

0万円以下であるものに限る。)の法第314条

の2第1項第10号の2に規定する自己と生計を

一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万

円以下であるものに限る。)で控除対象配偶

者に該当しないものに係るものを除く。)、

法第314条の2第4項に規定する扶養控除額若

しくは特定親族特別控除額(特定親族(同条

第1項第12号に規定する特定親族をいう。第

35条の3の2第1項第3号及び第35条の3の3第1

項において同じ。)(前年の合計所得金額が8
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の合計所得金額が85万円以下であるものに

限る。)に係るものを除く。)の控除又はこ

れらと併せて雑損控除額若しくは医療費控

除額の控除、法第313条第8項に規定する純

損失の金額の控除、同条第9項に規定する純

損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは

第33条の7の規定により控除すべき金額(以

下この条において「寄附金税額控除額」と

いう。)の控除を受けようとするものを除

く。以下この条において「給与所得等以外

の所得を有しなかった者」という。)及び第

26条第2項に規定する者(施行規則第2条の2

第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除

く。)については、この限りでない。 

5万円以下であるものに限る。)に係るもの

を除く。)の控除又はこれらと併せて雑損控

除額若しくは医療費控除額の控除、法第313

条第8項に規定する純損失の金額の控除、同

条第9項に規定する純損失若しくは雑損失の

金額の控除若しくは第33条の7の規定により

控除すべき金額(以下この条において「寄附

金税額控除額」という。)の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかった

者」という。)及び第26条第2項に規定する

者(施行規則第2条の2第1項の表の上欄の

(二)に掲げる者を除く。)については、この

限りでない。 

2～9 略 2～9 略 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書) 

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給与

所得者」という。)で市内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する給与等の支払者(以下この条

において「給与支払者」という。)から毎年

最初に給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給与

所得者」という。)で市内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する給与等の支払者(以下この条

において「給与支払者」という。)から毎年

最初に給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が

1,000万円以下であるものに限る。)の自

己と生計を一にする配偶者(法第313条第3

項に規定する青色事業専従者に該当する

もので同項に規定する給与の支払を受け

るもの及び同条第4項に規定する事業専従

者に該当するものを除く。次条第1項第2

号において同じ。)(合計所得金額が133万

円以下であるものに限る。)の氏名 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が

1,000万円以下であるものに限る。)の自

己と生計を一にする配偶者(法第313条第3

項に規定する青色事業専従者に該当する

もので同項に規定する給与の支払を受け

るもの及び同条第4項に規定する事業専従

者に該当するものを除き、合計所得金額

が133万円以下であるものに限る。次条第

1項において同じ。)の氏名 

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略 
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2～4 略 2～4 略 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が令第48条の9の7の2において準用する令

第8条の2の2に規定する要件を満たす場合に

は、施行規則で定めるところにより、当該

申告書の提出に代えて、当該給与支払者に

対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁

的方法(電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であ

って施行規則で定めるものをいう。次条第5

項及び第51条の9第3項において同じ。)によ

り提供することができる。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が令第48条の9の7の2において準用する令

第8条の2の2に規定する要件を満たす場合に

は、施行規則で定めるところにより、当該

申告書の提出に代えて、当該給与支払者に

対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁

的方法(電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であ

って施行規則で定めるものをいう。次条第4

項及び第51条の9第3項において同じ。)によ

り提供することができる。 

6 略 6 略 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族等申告書) 

第35条の3の3 次に掲げる者(以下この条にお

いて「公的年金等受給者」という。)は、公

的年金等支払者(所得税法第203条の6第1項

に規定する申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する公的年金等(以下この項にお

いて「公的年金等」という。)の支払者をい

う。以下この条において同じ。)から毎年最

初に公的年金等の支払を受ける日の前日ま

でに、施行規則で定めるところにより、次

項各号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。 

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規

定により同項に規定する申告書を提出しな

ければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等(所得税法第203

条の7の規定の適用を受けるものを除く。以

下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、特定配偶者(所

得割の納税義務者(合計所得金額が900万円

以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第51条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項におい

て同じ。)に係る所得を有する者であって、

合計所得金額が95万円以下であるものに限

る。)をいう。第2号において同じ。)又は扶

養親族(年齢16歳未満の者又は控除対象扶養

親族であって退職手当等に係る所得を有す

る者に限る。)若しくは特定親族(退職手当

等に係る所得を有する者であって、合計所

得金額が85万円以下であるものに限る。)を

有する者(以下この条において「公的年金等

受給者」という。)で市内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の6第1項に規定する公的年

金等の支払者(以下この条において「公的年

金等支払者」という。)から毎年最初に公的
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年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 所得税法第203条の6第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなけれ

ばならない者 

(1) 当該公的年金等支払者の名称 

(2) 法の施行地において公的年金等(所得

税法第203条の7の規定の適用を受けるも

のを除く。)の支払を受ける第25条第1項

第1号に掲げる者であって、特定配偶者

(所得割の納税義務者(合計所得金額が900

万円以下であるものに限る。)の自己と生

計を一にする配偶者(合計所得金額が95万

円以下であるものに限る。)をいう。次号

及び次項第3号において同じ。)(退職手当

等(第51条の2に規定する退職手当等に限

る。以下この号において同じ。)に係る所

得を有する者に限る。)又は扶養親族(年

齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族で

あって退職手当等に係る所得を有する者

に限る。)若しくは特定親族(退職手当等

に係る所得を有する者であって、合計所

得金額が85万円以下であるものに限る。)

を有する者 

(2) 特定配偶者の氏名 

(3) 法の施行地において公的年金等(所得

税法第203条の7の規定の適用を受けるも

のに限る。)の支払を受ける第25条第1項

第1号に掲げる者(当該年中に支払を受け

るべき当該公的年金等の額がその年最初

に当該公的年金等の支払を受けるべき日

の前日の現況において令第48条の9の7の3

に定める金額に満たない者を除く。)であ

って、障害者、寡婦若しくはひとり親に

該当する者又は特定配偶者若しくは扶養

親族(年齢16歳未満の者又は控除対象扶養

親族に限る。)若しくは特定親族(合計所

得金額が85万円以下であるものに限る。)

を有する者 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

 (4) その他施行規則で定める事項 
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2 前項の規定による申告書の記載事項は、次

に掲げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

 

(2) 公的年金等受給者が、法第314条の2第

1項第6号に規定する特別障害者又はその

他の障害者に該当する場合にはその旨及

びその該当する事実並びに寡婦又はひと

り親に該当する場合にはその旨 

 

 (3) 特定配偶者の氏名  

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名  

(5) その他施行規則で定める事項  

3 第1項又は法第317条の3の3第1項の規定に

よる申告書を公的年金等支払者を経由して

提出する場合において、当該申告書に記載

すべき事項がその年の前年において当該公

的年金等支払者を経由して提出した第1項又

は同条第1項の規定による申告書に記載した

事項と異動がないときは、公的年金等受給

者は、当該公的年金等支払者が所得税法第2

03条の6第2項に規定する国税庁長官の承認

を受けている場合に限り、施行規則で定め

るところにより、第1項又は法第317条の3の

3第1項の規定により記載すべき事項に代え

て当該異動がない旨を記載した第1項又は同

条第1項の規定による申告書を提出すること

ができる。 

2 前項又は法第317条の3の3第1項の規定によ

る申告書を公的年金等支払者を経由して提

出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該公的

年金等支払者を経由して提出した前項又は

法第317条の3の3第1項の規定による申告書

に記載した事項と異動がないときは、公的

年金等受給者は、当該公的年金等支払者が

所得税法第203条の6第2項に規定する国税庁

長官の承認を受けている場合に限り、施行

規則で定めるところにより、前項又は法第3

17条の3の3第1項の規定により記載すべき事

項に代えて当該異動がない旨を記載した前

項又は法第317条の3の3第1項の規定による

申告書を提出することができる。 

4 略 3 略 

5 公的年金等受給者は、第1項の規定による

申告書の提出の際に経由すべき公的年金等

支払者が令第48条の9の8において準用する

令第8条の2の2に規定する要件を満たす場合

には、施行規則で定めるところにより、当

該申告書の提出に代えて、当該公的年金等

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法により提供することができ

る。 

4 公的年金等受給者は、第1項の規定による

申告書の提出の際に経由すべき公的年金等

支払者が令第48条の9の7の3において準用す

る令第8条の2の2に規定する要件を満たす場

合には、施行規則で定めるところにより、

当該申告書の提出に代えて、当該公的年金

等支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することがで

きる。 

6 前項の規定の適用がある場合における第4

項の規定の適用については、同項中「申告

書が」とあるのは「申告書に記載すべき事

項を」と、「公的年金等支払者に受理され

5 前項の規定の適用がある場合における第3

項の規定の適用については、同項中「申告

書が」とあるのは「申告書に記載すべき事

項を」と、「公的年金等支払者に受理され
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たとき」とあるのは「公的年金等支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」とする。 

たとき」とあるのは「公的年金等支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」とする。 

(個人の市民税の納期) (個人の市民税の納期) 

第39条 略 第39条 略 

2 市長は、特別の事情がある場合において前

項の納期により難いと認められるときは、

同項の規定にかかわらず、別に納期を定め

ることができる。 

2 市長は、特別の事情がある場合において前

項の納期により難いと認められるときは、

同項の規定にかかわらず、同項に規定する

期間内において別に納期を定めることがで

きる。 

(固定資産税の免税点) (固定資産税の免税点) 

第59条 同一の者についてその者の所有に係

る土地、家屋及び償却資産に対して課する

固定資産税の課税標準となるべき額が土地

又は家屋にあっては30万円、償却資産にあ

っては180万円に満たない場合においては、

固定資産税を課さない。 

第59条 同一の者についてその者の所有に係

る土地、家屋及び償却資産に対して課する

固定資産税の課税標準となるべき額が土地

にあっては30万円、家屋にあっては20万

円、償却資産にあっては150万円に満たない

場合においては、固定資産税を課さない。 

(固定資産税の納期) (固定資産税の納期) 

第61条 略 第61条 略 

2 市長は、特別の事情がある場合において、

前項の納期により難いと認められるとき

は、同項の規定にかかわらず、別に納期を

定めることができる。 

2 市長は、特別の事情がある場合において、

前項の納期により難いと認められるとき

は、同項の規定にかかわらず、同項の規定

する期間内において別に納期を定めること

ができる。 

3・4 略 3・4 略 

(軽自動車税の賦課期日及び納期) (軽自動車税の賦課期日及び納期) 

第76条 略 第76条 略 

2 略 2 略 

3 市長は、特別の事情がある場合において、

前項の納期により難いと認められるとき

は、同項の規定にかかわらず、別に納期を

定めることができる。 

 

附 則 附 則 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例) 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例) 

第6条 平成30年度以後の各年度分の個人の市

民税に限り、法附則第4条の5第3項の規定に

該当する場合における第33条の2の規定によ

る控除については、その者の選択により、

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の

5第3項の規定に該当する場合における第33

条の2の規定による控除については、その者
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同条中「同条第1項」とあるのは「同条第1

項(第2号を除く。)」と、「まで」とあるの

は「まで並びに法附則第4条の5第3項の規定

により読み替えて適用される法第314条の2

第1項(第2号に係る部分に限る。)」とし

て、同条の規定を適用することができる。 

の選択により、同条中「同条第1項」とある

のは「同条第1項(第2号を除く。)」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第4

条の5第3項の規定により読み替えて適用さ

れる法第314条の2第1項(第2号に係る部分に

限る。)」として、同条の規定を適用するこ

とができる。 

(個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除) 

(個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除) 

第7条の3 平成22年度から令和25年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特

別措置法第41条又は第41条の2の2の規定の

適用を受けた場合(同法第41条第1項に規定

する居住年が平成21年から令和12年までの

各年である場合に限る。)には、法附則第5

条の4第5項(同条第7項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。)に規定すると

ころにより控除すべき額を、当該納税義務

者の第33条の3及び第33条の6の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

第7条の3 平成22年度から令和20年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特

別措置法第41条又は第41条の2の2の規定の

適用を受けた場合(同法第41条第1項に規定

する居住年が平成21年から令和7年までの各

年である場合に限る。)には、法附則第5条

の4第5項(同条第7項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。)に規定するとこ

ろにより控除すべき額を、当該納税義務者

の第33条の3及び第33条の6の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

2 略 2 略 

(寄附金税額控除における特例控除額の特

例) 

(寄附金税額控除における特例控除額の特

例) 

第7条の4 第33条の7の規定の適用を受ける市

民税の所得割の納税義務者が、法第314条の

7第11項第2号若しくは第3号に掲げる場合に

該当する場合又は第33条の3第2項に規定す

る課税総所得金額、課税退職所得金額及び

課税山林所得金額を有しない場合であっ

て、当該納税義務者の前年中の所得につい

て、附則第16条の3第1項、附則第16条の4第

1項、附則第17条第1項、附則第18条第1項、

附則第19条第1項、附則第19条の2第1項、附

則第19条の3第1項又は附則第20条第1項の規

定の適用を受けるときは、第33条の7第2項

に規定する特例控除額は、同項の規定にか

かわらず、法附則第5条の5第2項(法附則第5

条の6第3項又は第4項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。)に定めるところ

第7条の4 第33条の7の規定の適用を受ける市

民税の所得割の納税義務者が、法第314条の

7第11項第2号若しくは第3号に掲げる場合に

該当する場合又は第33条の3第2項に規定す

る課税総所得金額、課税退職所得金額及び

課税山林所得金額を有しない場合であっ

て、当該納税義務者の前年中の所得につい

て、附則第16条の3第1項、附則第16条の4第

1項、附則第17条第1項、附則第18条第1項、

附則第19条第1項、附則第19条の2第1項又は

附則第20条第1項の規定の適用を受けるとき

は、第33条の7第2項に規定する特例控除額

は、同項の規定にかかわらず、法附則第5条

の5第2項(法附則第5条の6第2項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。)に定

めるところにより計算した額とする。 
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により計算した額とする。 

(個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告

の特例等) 

(個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告

の特例等) 

第9条の2 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に特例控除対象寄附金を支出し、か

つ、当該納税義務者について前条第3項の規

定による申告特例通知書の送付があった場

合(法附則第7条第13項の規定によりなかっ

たものとみなされる場合を除く。)には、法

附則第7条の2第4項(法附則第7条の3第3項又

は第4項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。)に規定するところにより控除

すべき額を、第33条の7第1項及び第2項の規

定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。 

第9条の2 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に特例控除対象寄附金を支出し、か

つ、当該納税義務者について前条第3項の規

定による申告特例通知書の送付があった場

合(法附則第7条第13項の規定によりなかっ

たものとみなされる場合を除く。)には、法

附則第7条の2第4項に規定するところにより

控除すべき額を、第33条の7第1項及び第2項

の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課

税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課

税の特例) 

第17条の2 略 第17条の2 略 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡

をした場合において、当該譲渡が確定優良

住宅地等予定地のための譲渡(法附則第34条

の2第6項に規定する確定優良住宅地等予定

地のための譲渡をいう。以下この項におい

て同じ。)に該当するときにおける前条第1

項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割に

ついて準用する。この場合において、当該

譲渡が法附則第34条の2第12項の規定に該当

することとなるときは、当該譲渡は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡ではなかっ

たものとみなす。 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡

をした場合において、当該譲渡が確定優良

住宅地等予定地のための譲渡(法附則第34条

の2第5項に規定する確定優良住宅地等予定

地のための譲渡をいう。以下この項におい

て同じ。)に該当するときにおける前条第1

項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割に

ついて準用する。この場合において、当該

譲渡が法附則第34条の2第10項の規定に該当

することとなるときは、当該譲渡は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡ではなかっ

たものとみなす。 

3 略 3 略 

4 第1項(第2項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務者

が、租税特別措置法第31条の2第2項第13号

から第15号までに掲げる土地等の譲渡に該
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当するものをしたときにおけるその譲渡を

した土地等がその譲渡をした時において地

すべり等防止法(昭和33年法律第30号)第3条

第1項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊

による災害の防止に関する法律(昭和44年法

律第57号)第3条第1項の急傾斜地崩壊危険区

域、土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律(平成12年法律

第57号)第9条第1項の土砂災害特別警戒区域

又は特定都市河川浸水被害対策法(平成15年

法律第77号)第56条第1項の浸水被害防止区

域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、

第1項又は第2項に規定する優良住宅地等の

ための譲渡又は確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡に該当しないものとみなす。 

(特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

 

第19条の3 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に租税特別措置法第38条の2第1項に

規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を

有する場合には、当該事業所得、譲渡所得

及び雑所得については、第32条第1項及び第

2項並びに第33条の3の規定にかかわらず、

他の所得と区分し、前年中の当該事業所得

の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額

として令附則第18条の6の4で定めるところ

により計算した金額(以下この項において

「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」

という。)に対し、特定暗号資産に係る課税

譲渡所得等の金額(特定暗号資産に係る譲渡

所得等の金額(次項第1号の規定により読み

替えて適用される第33条の2の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額)をい

う。)の100分の3に相当する金額に相当する

市民税の所得割を課する。 

 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

 

(1) 第33条の2の規定の適用については、

同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第19条の3第1項に規定す

る特定暗号資産に係る譲渡所得等の金
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額」とする。 

(2) 第33条の6から第33条の8まで、第33条

の9第1項、附則第7条第1項及び附則第7条

の3第1項の規定の適用については、第33

条の6中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第19条の3第1項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第33条の7

第1項前段、第33条の8、第33条の9第1

項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第19条の3第1項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第33条の7

第1項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第19条の3第1項の

規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 

(3) 第34条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第19条の3第

1項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」と、「若しくは山林所得金

額」とあるのは「、山林所得金額若しく

は附則第19条の3第1項に規定する特定暗

号資産に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

 

(4) 附則第5条の規定の適用については、

同条第1項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに附則第19条の3第1

項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」と、同条第2項中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第19条の3第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

 

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

(1) 第35条の2第1項ただし書、第35条の3の2及び第35条の3の3の改正規定並びに附則第6条
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の改正規定及び附則第7条の3第1項の改正規定並びに次条第1項及び第2項の規定 令和9年1

月1日 

(2) 第59条の改正規定及び附則第3条の規定 令和9年4月1日 

(3) 第33条の7第2項の改正規定並びに附則第7条の4の改正規定(「附則第5条の6第2項」を

「附則第5条の6第3項又は第4項」に改める部分に限る。)、附則第9条の2の改正規定及び附

則第17条の2の改正規定並びに次条第4項の規定 令和10年1月1日 

(4) 附則第7条の4の改正規定(前号に掲げる改正規定を除く。)及び附則第19条の2の次に1条

を加える改正規定並びに次条第3項及び第5項の規定 金融商品取引法及び資金決済に関す

る法律の一部を改正する法律(令和8年法律第64号)の施行の日の属する年の翌々年の1月1日 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 この条例による改正後の日進市税条例(以下「新条例」という。)第35条の3の3第1項及

び第2項の規定は、前条第1号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等に

ついて提出する新条例第35条の3の3第1項の規定による申告書について適用し、同日前に支払

を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正前の日進市税条例第35条の3の

3第1項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

2 前条第1号に掲げる規定による改正後の日進市税条例附則第7条の3第1項及び第2項の規定は、

市民税の所得割の納税義務者が令和8年1月1日以後に所得税法等の一部を改正する法律(令和8

年法律第12号。以下この項において「所得税法等改正法」という。)第7条の規定による改正

後の租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第41条第1項に規定する居住用家屋(同条第16項の

規定により同条第1項に規定する居住用家屋とみなされる同条第16項に規定する特例居住用家

屋を含む。)若しくは既存住宅(同条第17項の規定により同条第1項に規定する既存住宅とみな

される同条第17項に規定する特例既存住宅及び同条第35項の規定により同条第1項に規定する

既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む。)若しくは増改築等をし

た家屋(同条第17項の規定により同条第1項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条

第17項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係

る部分に限る。)又は同条第6項に規定する認定住宅等(同条第18項の規定により同条第6項に

規定する認定住宅等とみなされる同条第18項に規定する特例認定住宅等を含む。)を同条第1

項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の

納税義務者が同日前に所得税法等改正法第7条の規定による改正前の租税特別措置法第41条第

1項に規定する居住用家屋(同条第20項の規定により同条第1項に規定する居住用家屋とみなさ

れる同条第20項に規定する特例居住用家屋を含む。)若しくは既存住宅(同条第35項の規定に

より同条第1項に規定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含

む。)若しくは増改築等をした家屋(当該増改築等に係る部分に限る。)又は同条第10項に規定
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する認定住宅等(同条第21項の規定により同条第10項に規定する認定住宅等とみなされる同条

第21項に規定する特例認定住宅等を含む。)を同条第1項の定めるところによりその者の居住

の用に供した場合については、なお従前の例による。 

3 前条第4号に掲げる規定による改正後の日進市税条例附則第7条の4の規定は、同号に掲げる

規定の施行の日(以下この項及び第5項において「4号施行日」という。)の属する年度の翌年

度以後の年度分の個人の市民税について適用し、4号施行日の属する年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

4 新条例附則第17条の2第4項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第3号に掲げる規

定の施行の日以後に行う新条例附則第17条の2第1項の土地等の譲渡について適用する。 

5 新条例附則第19条の3の規定は、4号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民

税について適用する。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第3条 新条例第59条の規定は、令和9年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和8年

度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第７２号 

 

 

日進市印鑑条例の一部改正について 

 

 

 日進市印鑑条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律の施

行により、個人番号カードと在留カードが一体となった「特定在留カード」及び

個人番号カードと特別永住者証明書が一体となった「特定特別永住者証明書」の

交付が開始されることから、日進市印鑑条例の一部を改正する必要があるからで

あります。 

 

２ 主な改正点 

（１）印鑑登録証明書の交付申請の際の印鑑登録手帳に代わる資料として、特定在留

カード及び特定特別永住者証明書を加える。 

（２）その他必要な規定の整理を行う。 
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   日進市印鑑条例の一部を改正する条例 

                               令和  年  月  日  

                               条 例 第     号  

 日進市印鑑条例(昭和62年日進町条例第19号)の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(登録事項) (登録事項) 

第6条 略 第6条 略 

2 市長は、前項各号に掲げる事項を登録した

印鑑登録原票については、磁気ディスクをも

って調製する。 

2 市長は、前項各号に掲げる事項を登録した

印鑑登録原票については、磁気ディスクをも

って調整する。 

(印鑑登録証明書の交付) (印鑑登録証明書の交付) 

第10条 略 第10条 略 

2 前項の規定にかかわらず、印鑑の登録を受

けている者が自ら同項の規定による申請を

するときは、印鑑登録手帳に代えて、個人番

号カード(行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律(平

成25年法律第27号)第2条第7項に規定する個

人番号カードをいう。以下同じ。)、特定在

留カード(出入国管理及び難民認定法(昭和2

6年政令第319号)第19条の15の2第1項に規定

する特定在留カードをいう。以下同じ。)又

は特定特別永住者証明書(日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法(平成3年法律第71

号)第16条の2第1項に規定する特定特別永住

者証明書をいう。以下同じ。)を添えて、印

鑑登録証明書の交付を申請することができ

る。 

2 前項の規定にかかわらず、印鑑の登録を受

けている者が自ら同項の規定による申請を

するときは、印鑑登録手帳に代えて、個人番

号カード(行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律(平

成25年法律第27号)第2条第7項に規定する個

人番号カードをいう。以下同じ。)を添えて、

印鑑登録証明書の交付を申請することがで

きる。 

3 市長は、前2項の申請があったときは、印鑑

登録手帳(前項の規定による申請にあって

は、個人番号カード、特定在留カード又は特

定特別永住者証明書。以下この項において同

じ。)及び印鑑登録原票の登録事項と照合し、

当該申請が適正であることを確認したのち、

当該申請をした者に対して印鑑登録証明書

を交付し、かつ、印鑑登録手帳を返付するも

のとする。 

3 市長は、前2項の申請があったときは、印鑑

登録手帳(前項の規定による申請にあって

は、個人番号カード。以下この項において同

じ。)及び印鑑登録原票の登録事項と照合し、

当該申請が適正であることを確認したのち、

当該申請をした者に対して印鑑登録証明書

を交付し、かつ、印鑑登録手帳を返付するも

のとする。 
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4 略 4 略 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７３号 

 

 

日進市障害者福祉センター条例の一部改正について 

 

 

 日進市障害者福祉センター条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律及び児童福祉法の一部改正に伴い、日進市障害者福祉センター条例の一部

を改正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法を

引用する条項を改める。 
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   日進市障害者福祉センター条例の一部を改正する条例 

                               令和  年  月  日  

                               条 例 第     号  

 日進市障害者福祉センター条例(平成23年日進市条例第13号)の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(事業) (事業) 

第3条 福祉センターにおいて行う事業は、次

のとおりとする。 

第3条 福祉センターにおいて行う事業は、次

のとおりとする。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律(平成17年法律第

123号)第5条第19項に規定する相談支援及

び第77条の2に規定する基幹相談支援セン

ターに関する事業 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律(平成17年法律第

123号)第5条第18項に規定する相談支援及

び第77条の2に規定する基幹相談支援セン

ターに関する事業 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

(4) 児童福祉法第6条の2の2第2項に規定す

る児童発達支援、同条第5項に規定する保

育所等訪問支援及び同条第6項に規定する

障害児相談支援に関する事業 

(4) 児童福祉法第6条の2の2第2項に規定す

る児童発達支援、同条第6項に規定する保

育所等訪問支援及び同条第7項に規定する

障害児相談支援に関する事業 

(5) 略 (5) 略 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

（（仮称）次世代交流センター建設工事（設計・施工一括発注方式）） 

 

 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

 

                        日進市長 近 藤 裕 貴   

 

 

                                     記 

 

１ 工 事 名   （仮称）次世代交流センター建設工事（設計・施工一括発

注方式） 

２ 工 事 場 所   日進市蟹甲町地内 

３ 契 約 の 金 額   金２，５１５，７００，０００円 

４ 契約先の名称   西松建設・山本工務店・安井建築設計事務所特定建設工事共

同企業体 

５ 契 約 の 方 法   公募型プロポーザル方式に基づく随意契約 

 

 

提案理由 

  この案を提出するのは、日進市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるからであります。 
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議案第８１号 参考資料 

 

１ 契約先概要 

（１）契約先の名称  西松建設・山本工務店・安井建築設計事務所特定建設工事 

共同企業体 

（２）所在地     名古屋市東区泉二丁目２７番１４号 

（３）代表者     執行役員支社長 橋佐古 敬次 

 

２ 履行期間 

  着手 契約日の翌日 

  完了 令和１１年３月９日 

 

３ 工事概要 

  （仮称）次世代交流センターを建築するもの 

 

４ 業務内容 

  （仮称）次世代交流センター建設工事（設計・施工一括発注方式）設計・工事監

理及び施工業務 

  延床面積 約３，０００㎡ 




